
��はじめに

いかなる企業においても, 存在意義としての

組織目的を持つ｡ その組織目的を実現するため

に組織成員を動機づけ, 望ましい行動を実行す

るように誘導するプロセスをマネジメントコン

トロール (�����������	��
	�) という｡ し

かし, 望ましい行動を実行するのは容易ではな

い｡ なぜなら, 組織成員が組織目的を理解して

おらず, どのような行動を取るべきか分からな

かったり, 組織目的と個人目的が一致するとは

限らなかったり, 仕事を遂行するために必要

な知識や経験を備えていない人間の存在が

あったりするからである (��
�
���[����],

��
�
�����������
�����[����])｡

こうした問題を解決するために組織成員の心

理的状態に影響を与え, 組織の望ましい行動パ

ターンを実現することで, 経営目的を達成する

ために利用されている情報ベースの仕組みは,

マネジメントコントロールシステム (�������

�����	��
	��������以下, ���) と呼ばれ

ている｡ ���研究において中心的な役割を果

たしてきた���	��[����] は, ���を ｢管理

者が組織行動のパターンを維持または変更する

ために活用する情報をベースとした公式的な手

順と手続きである｣ (���	��[����] 訳書����)

と定義している｡ ここで言う公式的な手順と手

続きというのは, 具体的には計画, 予算, 市場

占有率の監視システムを挙げている�)｡

こうした中で, 澤邉・飛田 [����] [�����]

[���� ] では, ���の理念型として会計コン

トロール, 理念コントロール, 社会コントロー

ルの�つを想定した実証分析を進めてきた｡ 特

に管理会計に基づく会計コントロールはその中

核に位置し, 経営理念を基礎とする理念コント

ロール, 人間関係に基づく社会コントロールと

ともに組織の行動パターンに何らかの影響を及

ぼしているとし, これまで上場企業と関西地方

の非上場企業を対象としたアンケート調査を行っ

た�)｡

本稿は, 熊本学園大学付属産業経営研究所か

ら得た研究助成をもとに����年秋に実施した

熊本県内中小企業の経営管理, 管理会計実践に

関するアンケート調査 (以下, 本調査) の結果

をまとめたものである｡ 本調査は熊本県内の中

小企業�)における���についての実証分析を

―��―

＊) 本稿は熊本学園大学付属産業経営研究所研究助成 (平成��年度) ｢中小企業における組織文化とマネジメ
ントコントロールの関係についての実証研究～熊本県内企業の管理会計実践に関するアンケート調査～｣
の研究成果の一部である｡ なお,調査を実施するにあたり, 財団法人くまもとテクノ産業財団経営支援室
吉良山健三室長をはじめとする皆様には大変なご尽力を頂いた｡ ここに感謝の意を表す｡

�) 実は���をどのように定義するかは論者によってさまざまであり, 管理会計研究において一般的に認め
られるような分類方法は確立されていない｡ なお, �
��
���[����] は代表的な論者による���研究に
基づいた形態の整理をしている (�
��
���[����]���!�)｡

�) それぞれの分析結果については各論文を参照されたい｡
�) 現行の中小企業基本法の定義では,常用雇用者���人以下 (卸売・サービス業は���人以下, 小売業・飲
食店は��人以下), または資本金�億円以下 (卸売業は�億円以下, 小売業・飲食店・サービス業は

熊本県内中小企業の経営管理・管理会計
実践に関する実態調査"
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行うためのデータ収集として実施したものであ

り, これまでの研究の一環に位置づけられる｡

なお, 本稿においてアンケート調査結果を報

告するのは, 中小企業における管理会計実践の

実態調査が数少ないからである�)｡ これまで中

小企業における経営実践, とりわけ管理会計が

どのように取り扱われているのかについての実

態調査はあまり行われてこなかった｡ よって,

こうした形で中小企業の経営管理, 管理会計実

践に関する調査報告をすることには一定の意義

があると思われる｡

��調査概要

本調査では, ����年�月末から��月初頭に

かけて, 熊本県内の中小企業に対して郵送によ

るアンケート調査を実施した｡ 調査対象とした

中小企業は, 財団法人くまもとテクノ産業財団

が保有する中小企業の住所録から抽出した｡ そ

のほとんどが製造業である｡ 送付社数は���社

であり, 回答社数は��社 (��	
�％)であった｡

なお, このうち�社は従業員数について無回答

であったため, 以下の分析から外している｡ す

なわち, ��社での集計を行ない, 以下の分析

を行った｡

質問項目は大きく分けて�分野からなってい

る｡ すなわち, ①心理的要因として従業員の満

足度とモチベーションに関する質問, ②社内に

おける価値観の共有や経営理念が及ぼす影響に

関する質問, ③従業員の社内外でのコミュニケー

ションに関する質問, ④業務フローチャートや

マニュアル, 経営管理システムの利用に関する

質問, ⑤管理会計に関する質問である｡

なお, 以下で見るそれぞれの質問はそのすべ

てが�リッカート・スケールで構成されている｡

そのほとんどは, �を中央とし, �が ｢全くあ

てはまらない｣, �が ｢全くあてはまる｣ となっ

ており, ポイントが高いほど当該質問に対して

あてはまりが高いと感じているということにな

る｡

��調査結果

次に各分野の質問とその回答結果を見ていく

ことにする｡ 以下では企業規模ごとの実態を把

握するために, 回答企業全体 (��社) のほかに

従業員数別に区分した平均値, 企業数, 標準偏

差を見ていく｡ 従業員数は��人以下 (��社),

��人以上��人以下 (��社), ��人以上��人以

下 (��社), ��人以上���人以下 (��社), ���

人以上 (
社)の�区分で比較する｡

����従業員の心理的要因 (満足度・モチベー

ション)について

まず, 従業員の心理的要因について見ていく｡

ここでいう心理的要因とは従業員の満足度とモ

チベーションを指している｡

表�は従業員の心理的要因について尋ねた各

質問項目とその回答結果 (平均値) である｡ こ

れによると, 回答企業全体では ｢従業員は貴社

で働くことに誇りを感じている(�	�
�)�)｣, ｢従

業員は貴社での仕事のやりがいを感じている

(�	�
�)｣, ｢従業員は主体的に仕事に取り組ん

でいる (�	���)｣, ｢従業員は協調性が豊かであ

る (�	���)｣, ｢従業員は仕事の結果を重視して

いる (�	���)｣ が比較的高いポイントを示して
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�����万円以下) の会社を中小企業としている｡ なお, 本稿では財団法人くまもとテクノ産業財団が保有
するリストをもとに調査を実施しており, そのほとんどがこのカテゴリーに該当する企業である｡

�) アンケート調査に基づく日本企業の管理会計実態に関する文献サーベイを行った吉田・福島・妹尾 [����

] [�����] [����] では, 多数の先行研究が紹介されている｡ だが, そのほとんどが上場企業を対象とし
たものであり, 中小企業や非上場企業を対象とした先行研究は, 筆者が調べた限りでは小林 [��
�], 角
谷 [��
�], 豊島・大塚 [����], 澤邉・澤邉ゼミナール [����] の�編しか見当たらない｡

�) 括弧内の数値は平均値を表している｡ 以下でも同様である｡



いる｡ こうした傾向は従業員数別に区分しても

同じように見られる｡ 特に ｢従業員は協調性が

豊かである｣ という問いに対しては, ｢��人以

上 ��人以下 (�����)｣, ｢��人以上 ��人以下

(����	)｣ で際立って高い値を示している｡

一方で, ｢従業員は競争心にあふれている｣

が回答企業全体で�����と, 中央の	を切って

いる｡ 従業員数別で見ると, ｢��人以下｣ では

����
, ｢��人以上��人以下｣ では�����, ｢��

人以上��人以下｣ では�����, ｢��人以上���

人以下｣ では�����, ｢���人以上｣ では�����

と総じて低い｡

以上から, 熊本県内の中小企業における従業

員の心理的要因については次のようにまとめる

ことができよう｡ すなわち, 従業員は働くこと

に誇りを持ち, 仕事へのやりがいを感じており,

主体的に仕事に取り組んでいる｡ また, 協調性

に富み, 仕事の結果を重視する傾向が見られる｡

一方で, 競争心はそれほど高くないと考えられ

る｡

����価値観の共有･経営理念の及ぼす影響に

ついて

次に, 企業内における価値観の共有, 経営理

念が及ぼす影響について見ていくことにする�)｡

表�は経営者と従業員, あるいは従業員間に

おける価値観の共有についての質問項目とその

回答結果 (平均値) である｡ これによると, 回

答企業全体では ｢社是や経営理念は全社的に共

有されるべき基本的価値観を明確に示している

(	���	)｣ や ｢経営陣は従業員に基本的な価値

観を明確に伝えている (	����)｣ は比較的高い

値を示している｡ これを従業員数別に見ると,

｢社是や経営理念は全社的に共有されるべき基
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�) これらの質問項目は, 澤邉・飛田 [���
�] [���

] における理念コントロールに該当するものである｡

表� 従業員の満足度・モチベーションに関する質問
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本的価値観を明確に示している｣ では, ｢��人

以上��人以下 (�����)｣, ｢��人以上��人以下

(�����)｣ で非常に高い値を示している｡ 他方

で ｢��人以下｣ では����	であり, その他の

区分と比較しても低い値を示している｡ ｢経営

陣は従業員に基本的な価値観を明確に伝えてい

る｣ では, ｢��人以上��人以下 (��	��)｣, ｢��

人以上���人以下 (��	�
)｣ で高い値を示して

いる｡ 一方, ｢従業員は基本的な価値観を説明

することができる｣ では回答企業全体で���
�

と�を切っている｡ 特に ｢��人以上��人以下

(�����)｣, ｢��人以上��人以下 (�����)｣, ｢��

人以上���人以下 (�����)｣ と低い｡ このこと

から, 社是や経営理念が基本的価値観を表して

いるものの, そうした価値観が十分に従業員へ

浸透していないことが伺える｡

次に, 表�は各社の経営理念が目標設定や計

画策定, 業績評価にどのように影響を及ぼして

いるのかについての質問項目と回答結果である｡

まず回答企業全体の平均値を見ると, すべて

の質問項目で�を超えており, 経営理念が目標

設定や計画策定時に多少は影響を及ぼしている

と言えそうである｡ これを従業員数別に区分す

ると, 特徴が見えてくる｡ 従業員数��人以下

の企業で値が低い値である一方で, ��人以上

の各区分では一部低い値を示しているものがあ

るものの, 比較的高い値を示している｡ 特に,

｢年度の目標設定｣ では, ｢��人以下｣ では

��		�である一方で, ｢���人以上｣ では����


である｡ また, ｢年度の計画設定｣ では ｢��人

以下｣ が��	��である一方で, ｢���人以上｣

では����
である｡ これらの質問項目では ｢��

人以上��人以下｣, ｢��人以上���人以下｣ で

も同じような傾向を示しており, 比較的従業員

数が多い企業群では経営理念が年度目標設定や

計画設定に何らかの影響を及ぼしていると考え

られる｡

いわゆる日本的経営に関する研究では, ｢日

本の会社の管理の基礎となるメカニズムは�経

営の基本理念そのものの中に含まれている｣

(
����[��	�] 訳書���
) とされ, 経営理念は

その会社の目的およびその目的を達成するため

の手続きを表すものであり�理念に基づいて従

業員の意思決定プロセスが基本的に一致した枠

組みの中で行われるのだと考えられてきた｡ し

かし, 本調査で得られた結果では, すべての企

業において経営理念と目標設定, 戦略や計画の

策定が結びついているとは感じられていないこ

とが示されている｡ これらのことから, ある一

定数の従業員を抱える企業において, 経営理念
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表� 価値観の共有に関する質問

������ ����	 ����
����	

��
 ��� ���� ��
 ��� ���� ��
 ��� ����

��������������� !"#$%�
&
'()*�+,-.!/

��	�� 	� ����� ����	 �
 ���
� ����� �� �����

��0�1�2�$%�3&
'()*�45-.!/ ��
�� �� ����� ����� �
 ���	� ��
�� �� �����

1�2�$%�3&
'��6,-.!/ ����
 	� ����� ����� �
 ����	 ����� �� �����

1�2�$%�3&
'(7*��8,-.!/ ���
� 	� ����� ����� �
 ��
	� ����� �� ����


1�2�$%�3&
'(9):!;<=>#!/ ���
� 	� ����� ����� �
 ��	�� ����� �� �����

����
����	 ����
�����	 �����


��
 ��� ���� ��
 ��� ���� ��
 ��� ����

��������������� !"#$%�
&
'()*�+,-.!/

����� �� ����� ��
	� �� ����� ����
 � �	��

��0�1�2�$%�3&
'()*�45-.!/ ��	�� �� ����� ��	�
 �� ����� ����
 � �	��

1�2�$%�3&
'��6,-.!/ ����� �� ����
 ���
� �� ��
� ����� � �	��

1�2�$%�3&
'(7*��8,-.!/ ����� �� ���
	 ��
�� �� ���� ����
 � �
��

1�2�$%�3&
'(9):!;<=>#!/ ����� �� ����� ����� �� ���� ��	�� � �
��



が価値観を共通化する手段, あるいは戦略や計

画の策定, 目標設定を行う際の道標として作用

をすることを意味するのかもしれない｡ 同じ中

小企業というカテゴリーの中でも, 従業員数に

よって経営理念の影響に対する捉え方が異なる

ことは検討を要する｡

����従業員のコミュニケーションについて

ここでは従業員のコミュニケーションについ

ての質問項目を見ていく�)｡

表�で回答企業全体を見ると, 各質問項目の

数値がこれまでの質問項目よりも高いことがわ

かる｡ その中でも, ｢社内の人間関係は業務を

行う上で重要である (�����)｣, ｢上司との人間

関係は業務を行う上で重要である (�����)｣,

｢部下との人間関係は業務を行う上で重要であ

る (�����)｣, ｢部下と親交を深めようと心がけ

ている (�����)｣ が際立って高い｡ この傾向は

従業員数別で見てもほとんど変わらない｡

以上から, 中小企業においては従業員間のコ

ミュニケーションが非常に重要視されているこ

とがわかる｡ このことは中小企業においてはフェ

イス・トゥー・フェイスでのコミュニケーショ

ンが重視され, とりわけ少人数企業でその傾向

が強いのだと考えられる｡ 他方で, 従業員数が

増えてくると社内でのコミュニケーションと組

み合わせる形で, 経営管理や会計システムの重

要性が高まるのかもしれない｡

熊本県内中小企業の経営管理・管理会計実践に関する実態調査

―��―

�) これらの質問項目は, 澤邉・飛田 [���	
] [���	�] における社会コントロールに該当するものである｡

表� 経営理念の影響に関する質問
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����経営管理システムの整備・活用, 重要性

について

次に, 業務フローチャートやマニュアル, 経

営管理システムの整備・活用の度合いやその重

要性に関する質問項目を見ていく｡ これらの質

問項目は, 公式的な経営管理システムについて

の問いであり, 中小企業においてこうしたシス

テムがどの程度利用され, 重視されているのか

を確認することができる｡

表�で回答企業全体の平均を見ると, 多くの

質問項目で中央値の�を切っており, 中小企業

において経営管理システムの整備・活用がそれ

ほど進んでいないことを示唆している｡ 特に,

｢業務フローチャートや業務マニュアルの遵守

をモニターする仕組みは整備されている｣ との

問いに対しては, 回答企業全体で�����とこの

分野で最も低い｡ 従業員別で見ると, ｢��人以

下｣ では平均で�を切っており, 小規模企業で

はマニュアルの遵守をモニタリングするシステ

ムが十分に整備されていないことが見えてくる｡

一方で, ｢業務フローチャートや業務マニュ

アルは業務遂行上とても重要である｣ の回答企

業平均は����	と際立って高く, その重要性は

よく認識されているようである｡ 従業員別で見

ると, ｢��人以上 
�人以下 (�����)｣, ｢
�人

以上��人以下 (��
�	)｣, ｢���人以上 (����	)｣

は, 特に高い｡ また ｢��人以下｣ の企業群で

も�����とこの分野での質問項目の中では最も

高い値を示している｡ こうしたことから, フロー

チャートやマニュアルといった管理システムの

重要性そのものは認識されていると考えられる｡

責任者の経営管理システムの活用による効果

について尋ねた�つの質問についても, 回答企

業全体では�を切っており, あまりポジティブ

に評価されていない｡ ただ, これらの問いにつ

いては従業員数が増えることによりその値が上

昇しており, 特に従業員数��人以上の企業群

では�を超えている｡ このことは, 経営管理シ

ステムを導入することによる効果は従業員数が

多い企業ほど感じられており, この点は中小企

業の間でも捉え方が異なるようである｡

以上から, 全体的には経営管理システムの整

備・活用状況についてはそれほど高い値を示し

ていないが, その重要性は非常に高く認識され

ていることがわかる｡
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表� 従業員の交流に関する質問
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����管理会計について

ここでは熊本県内中小企業の管理会計につい

ての調査項目について, ①会計情報利用の有無,

管理技法に関する質問, ②会計情報の捉え方に

関する質問, ③予算実績差異分析の頻度に関す

る質問の�分野に分けて見ていく｡

������会計情報利用の有無, 情報の利用に関

する質問

本調査では会計情報利用の有無について質問

した｡ なお, ここでは回答企業��社のうち, �

社は従業員数については回答があったものの,

会計情報利用の有無については回答が得られな

かったため, 回答企業全体を��社とする｡

表�によると, 回答企業全体では, 会計情報

を何らかの形で利用している企業が ��社

(�����％), 会計情報を利用していない企業は

	
社 (	��

％) であり, 大半の企業が何らか

の形で会計情報を利用していることが伺える�)｡
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�) 会計情報を利用していない企業が本調査にそもそも回答しないというバイアスの存在は否定できない｡本
稿ではあくまでも回答結果から得られる情報に基づいて記述していくことにする｡

表� 業務フローチャートやマニュアル, 経営管理システムの利用に関する質問
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ここで会計情報を利用していない企業につい

て従業員数別で見ていくと, ｢��人以下｣ の企

業群では約半数の企業が会計情報を用いていな

い｡ ｢��人以上��人以下｣, ｢��人以上��人以

下｣, ｢��人以上���人以下｣ の企業群でもそ

れぞれ �社ずつ会計情報を利用していない｡

｢���人以上｣ では回答企業のすべてで会計情

報を利用しているとの結果が示されている｡

次に会計情報を利用している企業のうち, ど

のような情報を利用しているのかを見ていく｡

まず, 回答企業全体では ｢実際原価計算 (��社
����	
％)｣ で最も多く, ｢予算管理�) (��社�

	
���％)｣, ｢標準原価計算 (��社�	����％)｣

である｡ このことから, 中小企業のおよそ	分

の�で実際原価計算が行われているとともに,

半数近くの企業では予算を策定していることが

わかる��)｡

これを従業員数別で見ていくと, 実際原価計

算については ｢��人以上��人以下｣ の企業で

は若干低い (��社�	
���％)ものの, 他の区分

では�分の�以上の企業が利用している｡ すな

わち, 中小企業においても, 利益計算のための

原価を算出する原価計算は広く行われているこ

とを示している｡ 予算管理については, ｢��人

以上���人以下｣ の企業群では�	���％ (��社

中
社), ｢���人以上｣ の企業群では�����％

(
社中�社)が利用しており, 従業員数規模が

大きくなればなるほどその利用度合いが高まる

ことが分かる｡ 標準原価計算は ｢��人以上��

人以下｣ の企業群の半数が利用しており, 他の

企業群よりも高い値を示している｡

およそ	�年前に実施された小林 [��
�] は,

ある地方の機械金属工業を対象に調査を行っ

た��)｡ これによると, 下請企業�	社のうち,

��社 (	���	％) で原価計算を利用していた｡

従業員数での区分を見ると, ｢�～�人｣ では�
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�) ここでいう予算管理は貸借対照表, 損益計算書を備えた予算を作成し, それに基づいて予算実績差異分析
などの管理を行っているという定義付けをしている｡

��) アンケートには回答したものの従業員数に回答がなかったために分析から外した�社を見ると, そのすべ
ての企業が何らかの会計情報を利用しており, 実際原価計算	社, 標準原価計算	社, 予算管理�社であっ
た｡

��) 小林 [��
�] は調査企業を親企業 (�	社)と下請企業 (�	社)とに区分し, 親企業における原価計算の利用
状況, 原価計算形態と下請企業における利用状況, 原価計算形態をそれぞれ示している｡この論文では
｢中小企業の原価計算｣ との表題であるものの, サンプルについて詳細な言及がない｡ 論文を参照する限
りでは, 下請企業＝中小企業と読み取れる｡

表� 会計情報の利用の有無, 情報の利用に関する質問 (複数回答可)

回答企業全体 (�
社) ��人以下 (��社) ��人以上��人以下 (��社)
企業数 割合� 割合� 企業数 割合� 割合� 企業数 割合� 割合�

実際原価計算 �� ����	％ ���	
％ 
 �����％ 

�
�％ �� ���	�％ �����％
標準原価計算 �� ����
％ 	����％ � ����％ �����％ � �����％ �����％
予算管理 �� �����％ 	
���％ � ���
�％ �����％ � �����％ �����％
会計情報の利用なし �� �����％ － � 	���
％ － � �	���％ －

��人以上��人以下 (��社) ��人以上���人以下 (�	社) ���人以上 (
社)
企業数 割合� 割合� 企業数 割合� 割合� 企業数 割合� 割合�

実際原価計算 �� 	����％ 	
���％ � 
	���％ �����％ 	 

�
�％ 

�
�％
標準原価計算 �� 		���％ �����％ � �	���％ �����％ � �����％ �����％
予算管理 �� �	�	�％ ���	
％ 
 	���
％ �	���％ � �����％ �����％
会計情報の利用なし � ����	％ － � ���	�％ － � ����％ －

注) 割合�は従業員数区分のサンプル数に対する割合である｡ 割合�は会計情報を利用している企業数に占め
る割合である｡



社中 �社 (�����％), ｢��人～��人｣ では �	

社中��社 (
	���％), ｢��人～
�人｣, ｢��人

～��人｣ ではともに �社中 
社 (

�

％) が

原価計算を利用し, ｢���人～���人｣ と ｢���

人以上｣ に含まれる
社ではすべてが原価計算

を利用していたとの結果を得ている｡ また, 計

算技法での区分を見ると, 個別原価計算, 組別

総合原価計算, 総合原価計算を合わせた実際原

価計算は原価計算実施企業の��社 (原価計算

実施企業��社のうち, �����％) が利用してい

た｡ 一方で標準原価計算は �社 (同 �����％)

であり, 実施企業の一部で利用されていたこと

を明らかにしている｡

小林 [��	�] と本調査とでは調査対象, 方法

が異なるので単純に比較することは難しい｡ だ

が, 熊本県内の中小企業の多くでは会計情報と

して原価計算が使われており, 従業員数の多い

中小企業ほどその利用度が高まるという結果は

小林 [��	�] と同じであった｡

また, 本調査では従業員数の多い中小企業ほ

ど予算管理の利用度も高くなっている｡ これら

のことは, 公式的な管理システムとしての会計

情報, 管理会計の利用が, 従業員数の大小と何

らかの関係があることを示唆していると思われ

る｡ これについては, さらなる調査, 検討を必

要とする｡

������会計情報の捉え方について

次に, 会計情報が社内でどのように用いられ

ている, あるいはどのように捉えられているの

かについての質問への回答は表�の通りであっ

た｡ なお, 以下での回答企業全体は前節の�	

社から会計情報を利用していない企業 (��社)

を除いた	�社を対象として見ていく��)｡

まず, ｢回答企業全体｣ について見ていくと,

｢活動や成果の判断において, 財務情報はとて

も重視されている｣ が
��	�, ｢予算目標は必
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表� 会計情報 (予算)に関する質問
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��) 以下では質問項目に ｢予算｣ という言葉が出てくるが, これは先の質問項目の予算管理とは使い分けてい
る｡言わば, 期首などに設定した会計数値目標への捉え方を尋ねており, これを ｢予算｣ という言葉でま
とめている｡しかし, 本来ならばアンケート調査設計段階で言葉の使い分けを行っておくべきであり, こ
れは今後同様の調査を行う際の反省点としたい｡



達である｣ が�����とこの中では高い値を示し

ている｡ 一方で, ｢会計情報は完全に公開され

ている｣, ｢従業員は予算目標達成にとても意欲

的である｣, ｢従業員は予算目標達成に能動的に

取り組んでいる｣ は�を切っており, 予算目標

の達成に対する意欲はそれほど高くないようで

ある｡

これを従業員数別で比較してみると, 特徴が

出てくる｡ ｢活動や成果の判断において, 財務

情報はとても重視されている｣ では, ｢��人以

上��人以下｣ で���		と際立って高い値を示

しているが, ｢��人以上��人以下 (����
)｣,

｢���人以上 (�����)｣ も高い｡ 一方で, ｢��人

以下｣ では�を切っている｡ また, ｢予算目標

は必達である｣ については, 従業員数が増える

ほどその値が高くなる傾向が見られ, 特に

｢���人以上｣ では �����と非常に高い｡ これ

は ｢従業員は予算目標達成にとても意欲的であ

る｣, ｢従業員は予算目標達成に能動的に取り組

んでいる｣ でも同様の傾向が見られる｡

以上, 会計情報の社内での利用, 特に予算に

対する従業員の捉え方について見てきた｡ ここ

で特徴的なのは, 事業活動やその成果を判断す

る上で財務情報は非常に重視され, かつ予算目

標は必達であると考えているものの, 従業員の

予算目標達成への意欲や取り組みに対してはそ

れほど高くないとの結果である｡ また, 従業員

数で区分した場合で見ると, ある一定規模の従

業員数を抱える企業では予算目標は必達であり,

その達成への意欲は比較的高いが, 規模が小さ

い企業では会計情報そのものに対してあまりポ

ジティブな印象が与えられていないと言える｡

これは従業員間のコミュニケーションに関する

質問に対する結果とは対照的である｡

������予算実績差異分析について

次に予算実績差異分析について見ていくこと

にする｡ なお, この質問項目は, これまでと同

様に	リッカート・スケールによる質問だが,

�＝全く行っていない, �＝年次, �＝半期, �＝

四半期, �＝月次, �＝週次, 	＝日時と値が大

きくなるにつれて実施頻度が高いことを示して

いる｡

表�は実績報告, 予算差異分析, 業績予測の

それぞれの質問項目について, 従業員数別に平

均値を求めたものである｡ これによると, 実績

報告の頻度は人数が多くなると高くなる傾向が

見られる｡

また, 表
から表��はそれぞれの質問項目

について, 従業員数別と頻度でクロス集計した

ものである｡

表
の業績報告の頻度を見ると, 回答企業全

体では月次ベースで報告を行う企業が ��社
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表� 予算実績差異分析に関する質問

������ ����	 ����
����	

��
 ��� ���� ��
 ��� ���� ��
 ��� ����

������������� �!�"#�$#
�%&'()*�+

����� �
 ���
� ����� � ����� ����
 �� �����

��,-('./0�123�!�"#�$#�
45'()*�+

���	� �
 ����� ���	� � ���
� ����� �� �����

��,-('.��/6�!�"#�$#�47
8'()*�+

����� �
 ���
� ���	� � ��	�� ����
 �� �����

����
����	 ����
�����	 �����


��
 ��� ���� ��
 ��� ���� ��
 ��� ����

������������� �!�"#�$#
�%&'()*�+

����
 �� ����� ���
� �� ���� ����� � ����

��,-('./0�123�!�"#�$#�
45'()*�+

����� �� ���	
 ����� �� ����� ����� � �����

��,-('.��/6�!�"#�$#�47
8'()*�+

����
 �� ����� ����� �� ����� ����	 � ����



(回答企業��社に対する�����％) と半数以上

ある｡ 特に ｢���人以上｣ では回答企業�社の

全てが月次で報告を受けていると回答している｡

また, ｢��人以上��人以下｣, ｢��人以上��人

以下｣ の企業では週次で報告を受ける企業も相

当数あり, ｢��人以上��人以下｣, ｢��人以上

���人以下｣ では日次で報告を行う企業もある｡

一方で, ｢��人以下｣, ｢��人以上��人以下｣,

｢��人以上��人以下｣ では半期, あるいは年

次で報告する企業もある｡ 表��の予算差異分

析の頻度を見ると, 多くの企業が月次あるいは

四半期で差異分析を行っている一方で, �社が

差異分析を全く行っていない (回答企業��社

に対する�	��
％)｡ 表��の業績予測の頻度で

は, 月次��社, 四半期��社が多いことがわか

る｡

以上をまとめると, 業績報告と業績予測の頻

度では, 各表の左上から右下へと回答企業数が

分布している｡ このことから, 少人数企業では

それほど頻度が高くない一方で, ある一定数の

従業員を抱える企業では月次あるいは四半期ベー

スで会計数値を用いた報告, あるいは予測が行

われていると考えられよう｡ また, 予算差異分

析については, 多くの企業で月次, あるいは四

半期で行われているものの, 実施していない企

業 (�社) も多い｡ このことから, 業績の報告

や将来予測としてある一定期間の業績予測を行

うものの, フィードバック情報として会計情報

を利用するかどうかは企業によって違いがある

と考えられる｡

����会計情報を利用しない理由

本調査では会計情報を利用していないと回答

した企業に対しても, なぜ会計情報を利用して
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表� 従業員数別業績報告頻度の企業数
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いないのかという質問項目を設けた｡ 最後に,

その質問に対する回答を見ていく｡

表��は, 会計情報を利用しないと回答した

��社について, その理由を尋ねた結果である｡

これによると, 回答にばらつきが見られるが,

最も多いのは ｢経営目標を財務数値に置いてい

ない｣ が�社あり, 次いで ｢過去の業務内容や

取引慣行から, 当期の業績予測ができる｣, ｢こ

れまでも予算を策定してこなかったので, 慣行

として策定しない｣ がともに�社であった｡ ��

社のうち��社が過去に会計情報を用いたこと

がないと回答している (残りの�社は無回答)｡

この��社のうち��社は従業員数��名以下の

少人数企業である｡ ｢経営目標を財務数値に置

いていない｣ と回答した企業の�社は全てこの

カテゴリーに含まれている｡ また, 残りは ｢��

名以上��名以下｣, ｢��名以上���人以下｣ の

企業がそれぞれ�社ずつであったが, それぞれ

の回答にばらついており, 企業ごとに会計情報

を利用しない理由は異なると考えられる｡

����調査結果のまとめ

ここまで, �つの分野での調査について, そ

の集計結果を見てきた｡

心理的要因として従業員の満足度とモチベー

ションに関する質問については, 従業員が働く

ことへの誇り, やりがいを持ち, 協調を図りな

がら主体的に仕事に取り組んでいることが明ら

かになった｡ 一方で, 競争心はそれほど高くな

いという結果を得られた｡

社内における価値観の共有や経営理念が及ぼ

す影響に関する質問については, ある一定数の

従業員を抱える企業において, 経営理念が価値

観を共通手段として用いられたり, 戦略や計画

の策定, 目標設定を行う際の基準として用いら

れている可能性があることが示唆された｡

従業員の社内外でのコミュニケーションに関

する質問では, 非常にコミュニケーションが重

視されていることが明らかになった｡ とりわけ

少人数企業でその傾向が強いが, 従業員が多い

企業では少人数企業に比べてやや低い平均値で

あった｡

業務フローチャートやマニュアル, 経営管理

システムの利用に関する質問では, 公式的な経

営管理システムへの重要性の認識は高いものの,

その整備や活用状況についてはそれほど高い値

を示していない｡

管理会計に関する質問では回答企業の約�割

の企業が何らかの会計情報を利用していること

が明らかになった｡ さらに, 少人数企業では実

際原価計算が主として用いられているが, 従業

員数が多い中小企業では予算管理の利用度合い

も高くなった｡ また, 会計数値による数値目標

への従業員の捉え方を見ると, 目標が必達であ

ると考えられているものの, その達成への意欲

や取り組みについてはそれほど高くはない｡ た

だ, 従業員数が多いカテゴリーの企業群では目

標に対して意欲的, あるいは能動的に取り組ん

でいることが伺える｡

このような結果をどのように考えれば良いの

だろうか｡ 	
��
�[����] は, ��	を理念,

境界, 診断型, 双方向型というつのコントロー

ル・レバーから構成されるとしている｡ そして,

企業のライフサイクルによって, 経営陣が
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表�� 会計情報を利用しない理由 (複数回答可)
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���を導入するタイミングが異なることを指

摘している｡ 例えば, 創業期の企業ではフェイ

ス・トゥー・フェイスで情報伝達が可能であり,

経営管理システムや管理会計といった公式的な

コントロールシステムは必要とされないとする｡

さらに, 企業規模が大きくなり階層ができると,

下位レベルに意思決定の権限が移譲されること

から, 測定可能な目標とモニタリングのための

コントロールシステムが導入されるとも述べて

いる (������[	

�] 訳書�
������)｡

このことは本調査で得られた結果と概ね整合

的であると言えるであろう｡ すなわち, 少人数

企業においては経営理念を通じた価値観の共有,

経営管理システムや管理会計といった公式的な

システムに関する質問へのポイントは低い一方

で, 従業員の社内外でのコミュニケーションに

関する質問では総じて高い値を示していた｡ 詳

細な検討は別稿に譲るとするが, 本調査のデー

タから������[	

�] の指摘を支持するよう

な結果が得られたことは示唆的だと言えよう｡

��おわりに�今後の課題

以上のように, 本稿では熊本県内中小企業の

���を明らかにするために実施した経営管理,

管理会計実践に関するアンケート調査をもとに,

簡易的な分析を行ってきた｡

総務省の事業所・企業統計調査によれば, 日

本国内の企業は���万社を超えるが, その


�

％は中小企業であるという｡ しかしながら, 管

理会計研究における実態調査では, そのほとん

どが大企業を対象としたものであり, 中小企業

を対象とした研究は数えるほどしかなかった｡

そうした中で, 本調査の結果によって, 中小企

業の経営管理, あるいは管理会計の実態の一端

でも明らかにできたのであれば幸いである｡

最後に, 残された課題を挙げて稿を閉じるこ

とにしたい｡

第一に, 本調査の目的は熊本県内の中小企業

をサンプルとして, 中小企業における���の

全体像を捉えることにある｡ これまで蓄積して

きた研究成果とともに, 本稿によって明らかに

なった中小企業の特徴を念頭に置きながら, 今

後の実証分析を進めて行く必要がある｡ 特に,

���が従業員の心理的要因にどのように影響

を及ぼし, さらにはそれによって企業行動の成

果である業績に結びついているのかといった因

果関係を明らかにしていく必要があろう｡

第二に, 今回のアンケート調査からだけでは

迫れない中小企業の経営管理や管理会計の利用

状況に関する実態を明らかにする必要がある｡

そのため, 本稿での分析結果をもとにヒアリン

グ調査を行うことにしたい｡ これによってさら

なる調査課題を見出すとともに, 実証分析を行

う際のモデル構築の精緻化を図り, 本調査の目

的を果たしていくことにしたい｡
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